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国家税務総局が「特別納税調整

実施弁法」のディスカッション

ドラフトを公表 
 

国家税務総局は2015年9月17日に「特別納税調整実施弁法」のディス

カッションドラフト（以下「ディスカッションドラフト」）を公表

した1。これは、現行の「特別納税調整実施弁法（試行）」（国税発

「2009」2号、以下「2号文」）の内容を全面的に改正するものであ

る。2009年に公布された2号文は、移転価格調整、コストシェアリン

グ、過少資本税制等の特別納税調整事項について詳細に規定したも

のであり、中国における移転価格税制の主たる指針とされている。

ディスカッションドラフトには、経済協力開発機構（以下

「OECD」）の税源侵食と利益移転（Base Erosion and Profit Shifting：

以下「BEPS」）行動計画の成果として出された多くの提言が織り込

まれているが、一方で、中国特有の経済環境および要因も考慮に入

れられている。 

 

1. 要点のまとめ 
 

ディスカッションドラフトの要点は以下の通りである。 

 

 移転価格の同期資料にはマスター文書とローカル文書が含ま

れる。加えて、一定の条件に該当する企業は、企業所得税の

年度申告を行うときに、「国別報告表」も作成しなければな

らない。（詳細は第二章と第三章を参照。） 

 

 納税者は、関連者との役務取引があるか、コストシェアリン

グを実施しているか、あるいは過少資本の関連規定に違反し

ている場合、別途同期資料の特殊事項文書も準備しなければ

ならない。（詳細は第三章、第七章、第九章および第十一章

を参照。） 

 

 移転価格調査を行う際、調査対象企業の最終持株企業が中国

国外にある場合で、当該最終持株企業が所在国の税務機関に

国別報告書を提出していないか、あるいは中国が自動情報交

換に関する協定によって最終持株企業の提出した国別報告書

を入手できない場合、中国税務機関は調査対象企業に対して 

税務 
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 国別報告書を提出するよう要求する権限を有する。また、中国税務機関は関連者間取引を分

析、評価する際に、調査対象企業が超過利益を得るべきか否かを判断するために、コストセー

ビング、マーケットプレミアム等の地域性特殊要因を分析する。（詳細は第五章および第六章

を参照。） 

 

 税務機関はより広範な利益水準の監督メカニズムを構築し、納税者に対してリスク等級評価を

行う。納税者は、同期資料の準備や関連申告といった法定義務を履行するだけでなく、日常的

な移転価格ポリシーの実行および利益水準の状況に対する管理も強化する必要がある。（詳細

は第十三章を参照。） 

 

ディスカッションドラフトにおいては、多くの事項に関して、納税者の観点からの明確化も図られて

いる。具体的には以下の内容を含む。 

 

 ディスカッションドラフトでは、移転価格算定方法のその他の方法として、価値貢献分配法、

資産評価方法について規定しているが、適用すべき移転価格算定方法は関連者間取引の性質お

よび実際の状況に基づいて選択するという点をなお強調している。（詳細は第四章を参照。） 

 

 ディスカッションドラフトでは、従来のコストシェアリング契約に対する事前審査の要求が取

り消され、事後管理の形に改められた。これは、コストシェアリングの実施を検討する納税者

にとって、柔軟性を与える変更であると考えられる。（詳細は第九章を参照。） 

 
ディスカッションドラフトでは、税務機関に対して、企業が特別納税調整事項によって二重課税を受
けることを回避するために、相互協議の結果に従って税額の追徴、還付等を行うべきことを要求して
いる。ディスカッションドラフトは相互協議の申請が拒否される状況（例えば、相互協議の申請の提
出が、租税条約の規定する期限を過ぎている場合）について規定にしているが、同時に、そのような
状況に該当する場合であっても、二重課税の回避等に資すると国家税務総局が判断した場合には、相
互協議の申請を柔軟に処理できる旨も定められている。（詳細は第十四章を参照。） 
 

2. 具体的な内容 
 

第二章 - 関連申告 
 

ディスカッションドラフトでは、現行の 2号文における関連関係の認定について補足をしている。例

えば、以下の点が挙げられる。 

 

 親族関係にある 2名以上の個人が同一企業の持分を共同保有する場合、持分比率は合算して計

算するとの規定が追加された。  

 貸借資金総額が払込資本金に占める比率の計算方法が補足された。  

 関連関係の判断要素の一つとして商標権が加えられた。 

 関連関係の判断要素である技術ノウハウが、特許権と非特許技術に分けられた。 

 “実質的な支配”および共通の利益の意味が強調され、“実質的な支配”について説明すると

ともに、高級管理者の範囲についても明確にしている。また、個人間の親族関係も関連関係の

判断要素の一つとなることを規定している。さらに、国家による持分保有あるいは国有資産管

理部門が高級管理人員、董事を派遣すること等のみによって、関連関係があるものとはみなさ

ないことも明らかにしている。  

 

これらの改正は、企業間に関連関係があるか否かを中国税務機関が判断する際の実務運用性を高める

ことになるだろう。 

 

同時に、ディスカッションドラフトでは、関連者間取引の類型を修正し、かつ補足している。金融資

産の譲渡、キャッシュプーリングおよび持分譲渡が関連者間取引の範囲に組み入れられるとともに、

包括的なものとして、“その他の取引類型”が加えられた。 

 

ディスカッションドラフトでは、企業所得税の納税申告時に作成する「中華人民共和国企業年度関連



者間取引報告表」に「国別報告表」が加えられた。「国別報告表」の作成が必要となるのは、中国企

業が多国籍グループの最終持株企業であり、かつ前会計年度における連結売上高が 50億元（OECDが

示した 7.5億ユーロの基準に相当する）を超えるか、あるいは当該中国企業の最終持株企業は中国国内

にないが、当該企業が多国籍グループによって国別報告書の提出者に指定された場合である。 

 

第三章-同期資料 
 

現行の 2 号文の規定を基礎として、ディスカッションドラフトでは、BEPS 行動計画 13（移転価格文

書化および国別報告書）の成果を参考にして、同期資料にはマスター文書、ローカル文書および特殊

事項文書という 3 種類の文書が含まれるとしている。そのうち、特殊事項文書は関連者間の役務取

引、コストシェアリングおよび過少資本に関して作成することになる。これは、中国税務機関が公布

した 146 号通達2、16 号公告3等に示されている、国外関連者への多額のサービス費用およびロイヤル

ティーの支払に着目するという中国国内での実務の状況と一貫するものである。 

 

同期資料のマスター文書およびローカル文書は、現行の 2 号文と同じように、“関連者との売買の金額

が 2 億元を超える”か、“その他の関連者間取引の金額が 4,000 万元を超える”場合に準備しなければな

らない。さらにディスカッションドラフトでは、限定的な機能を担うが、欠損が生じている企業に対

しても、マスター文書およびローカル文書の準備を要求している。また、ディスカッションドラフト

では、現行の 2 号文において同期資料の準備を免除される条件の 3 番目として挙げられている、“外

資の持分が 50%未満で、かつ国内の関連者のみと関連者間取引を行っていること”という条件におけ

る外資持分比率の制限がなくなり、“国内の関連者のみと関連者間取引を行っている”企業は同期資料

の準備を免除されるとしている。ただし、中国国内企業の間においても実際の税負担に差異が存在す

る可能性はあり、現在のディスカッションドラフトにあるような同期資料の免除条件は、税務機関に

よる国内企業間の取引に関する情報の入手に影響を与える可能性もあるため、企業は、国内の関連者

間取引に関する各レベルの税務機関の実務上の要求に留意する必要がある。 

 

このほか、ディスカッションドラフトでは、“企業が虚偽、不完全な同期資料を提出した場合、規定

に従って同期資料を提出していないものとみなす”と明確に規定している。このことは、将来的に企

業の提出する同期資料の質と取引の開示に対する税務機関の要求がより厳しくなる可能性があること

を示している。 

 

第四章-移転価格算定方法 
 

現行の 2 号文にある 5 つの伝統的な移転価格算定方法に加えて、ディスカッションドラフトでは、価

値貢献分配法および資産評価方法を含むその他の移転価格算定方法についても言及している。ディス

カッションドラフトによれば、価値貢献分配法は通常、比較対象取引の情報を入手することが難しい

ものの、合算利益および価値創造要因の貢献を合理的に確定できる取引に適用される。このことは、

価値貢献分配法が導入されたとしても、適用すべき移転価格算定方法は関連者間取引の性質および実

際の状況に基づいて選択すべきであると国家税務総局が考えていることを示している。また、資産評

価方法には原価法、市場法、収益法が含まれ、収益法を運用して無形資産の価値を評価する際には、

無形資産の経済年数を合理的に確定しなければならないとしている。 

 

また、関連申告の章の規定に基づき、この章における関連者間取引の分類も細分化され、新しい取引

の類型（例えば、金融資産の譲渡および持分譲渡等）も加えられている。各類型の関連者間取引に対

する中国税務機関の管理の範囲も拡大することになる。 

 

                                                
2「国家税務総局弁公庁：高額費用の対外送金に対する租税回避防止調査に関する通知」（税総弁発[2014]146 号 ）。この通達

に基づき、国家税務総局は各地の税務機関に対して、国外関連者に多額のサービス費およびロイヤルティーの支払を行ってい

る企業に対する調査を行うこと、対外支払に対する管理と調査を強化し、企業による費用の対外支払を通じた利益移転を防止

することを要求した。 
3「国家税務総局：企業の国外関連者への費用支払に係る企業所得税問題に関する公告」（国家税務総局公告 2015 年第 16 号）。

当該公告は、それまでに国家税務総局が公表した、国外関連者へのサービス費およびロイヤルティーの支払に関する技術的立

場を文書の形で確認したものであり、国外に費用を支払う際の税務処理の基本原則を再確認するとともに、徴税管理に関する

要求について明らかにしている。当該公告は、中国が世界的な租税回避防止への取組みに合わせて講じた重要な措置の一つで

ある。 



第五章－特別納税調査および調整 
 

第五章においては、現行の 2 号文に規定する移転価格調査、調整手続および中国税務機関の調査権限

等に関して、より詳細に規定している （例えば、電子データによる証拠収集、条件に該当する調査対

象企業に対する国別報告書の提出要求等）。また、国内関連者間取引には暫定的に本弁法を適用しない

ということも明確にし、中国税務機関の国内関連者間取引に対する管理が緩和されている（同期資料

に関する第三章の規定とも対応する）。 

この章では、移転価格調査において、中国税務機関は関連者間取引を否定し、またはその性質を改め

て定めることができるとし、同時に、税務機関が調査対象企業の関連者間取引を分析、評価する際、

コストセービング、マーケットプレミアム等の地域性特殊要因を分析し、調査対象企業に帰属すべき

超過利益について考慮しなければならないということを強調している。また、調査対象企業の最終持株

企業が中国国外にある場合で、当該最終持株企業が所在国の税務機関に国別報告書を提出していない

か、あるいは中国が自動情報交換に関する協定によって最終持株企業の提出した国別報告書を入手で

きない場合、中国税務機関は調査対象企業に対して国別報告書を提出するよう要求する権限を有す

る。これらは、BEPS行動計画 9（リスクと資本）と行動計画 13（国別報告書）に則したものである。 

 

国家税務総局が 2009年に公布した 363号通達4に基づき、ディスカッションドラフトでは、限定的な機

能とリスクの企業（例えば、来料加工または進料加工等の簡単な生産、簡単な販売または契約型研究

開発業務に従事する企業）は意思決定の誤り、稼働率の不足、製品の販売不振、研究開発の失敗等に

起因するリスクおよび損失を負うべきではなく、合理的な利益水準を維持しなければならないという

ことを強調している。また、中国税務機関は来料加工業者に対する移転価格調査において、無償の材

料および設備の価値を還元しなければならないと規定するとともに、調査対象企業と比較対象者の運

転資本の使用状況が異なることによって生じる利益の差異に対して、10％を超えない範囲内で資本調

整を行うことを認めている。これらは、中国税務機関の来料加工業者に対する移転価格調査、調整の

実務を、初めて法規に盛り込んだものである。 

 

このほか、本章では、901 号通達5の公布後に物議を醸した“二次調整”の問題にも触れており、OECD

の最新の移転価格ガイドラインにおける“二次調整”の観点を参考にしている。しかし、ディスカッシ

ョンドラフトでは、“二次調整”の詳細およびその影響（例えば、どのように帳簿調整を行うのか、二

次調整から生じる配当金に租税条約および税額控除は適用できるか等）について説明していない。今

後、中国税務機関は実務において、どのように“二次調整”を取り扱うかを注視する必要がある。 

 

最後に、ディスカッションドラフトでは、本弁法は国内関連者間の取引には暫定的に適用されない旨

を規定している。現行の 2号文では、実際の税負担が同じ国内の関連者間の取引は、当該取引が直接

あるいは間接に国家全体の税収を減少させない限りにおいて、原則として移転価格調査、調整を行わ

ないと定めているが、実務においては、移転価格調整が国内関連者間の取引に及ぶ場合もある（特

に、関連者間取引が同時に国外関連者と国内関連者に関わる場合）。よって、国家税務総局が今後の

移転価格調査において、どのようにこの原則を運用するのか、および一方が納税調整を求められた場

合に、その国内関連者間取引の相手方においてどのように対応的調整を行うのかということについ

て、明確化される必要がある。 

 

第六章－無形資産（新規追加） 
 

ディスカッションドラフトには無形資産に関する個別の章が新たに設けられ、これには、無形資産の

定義、収益の分配に関する原則と考慮すべき要素および評価方法の説明が含まれる。全体としてこの

章には、OECD の BEPS 行動計画における、無形資産に関する新しい観点が折り込まれていると同時

に、国家税務総局の近年における実務上の立場も反映されている。 

 

ディスカッションドラフトによれば、無形資産は、1）技術と関連する無形資産、2）市場と関連する

無形資産、3）その他の類型、という 3 類型に分けられる。ディスカッションドラフトの第二章（関連

申告）において、無形資産取引には土地使用権、のれんおよび継続経営価値等の譲渡を含むとしてお

                                                
4「国家税務総局：クロスボーダー関連取引の監督管理と調査の強化に関する通知」（国税函[2009]363 号） 
5「国家税務総局：関連企業間取引の移転価格管理に関する問題についての通知」（国税函[2006]901 号） 



り、中国の移転価格税制上、のれんと継続経営価値も無形資産の範囲に含まれたことになる。これま

で論争の的になってきた地域性特殊要因（例えば、マーケットプレミアム、コストセービング等）

は、ディスカッションドラフトでは無形資産とされていないが、無形資産の収益を確定する際に、グ

ループのグローバル業務のその他の機能、資産とリスク、および企業が所属するグループ内部のシナ

ジー効果等の価値創造要因と合わせて、地域性特殊要因も考慮しなければならないとされている。 

 

ディスカッションドラフトでは、無形資産の収益分配は経済活動と価値貢献に対応しなければならな

いという原則を強調している。これは、OECDの移転価格に関する BEPS行動計画の趣旨とも一貫する

ものである。また、ディスカッションドラフトでは、無形資産に関する機能とリスクを詳細に列挙す

るとともに、資金を提供するのみで、実際には関連する機能を履行せず、リスクも負わない関与者

は、合理的な資金コストに見合うリターンのみを得るべきであるとしている。このような指針の下

で、中国税務機関は現地企業が無形資産に関わる重要な機能を履行しているか否かに関する分析を強

化し、重要な機能を履行している場合には、資金を提供するのみである国外関連者が残余利益を得る

という伝統的な無形資産の価格設定モデルに対して異議を唱えるものと予測される。一方で、ディス

カッションドラフトでは、無形資産の法的所有権を有するのみで、無形資産の価値に貢献をしていな

い関与者は、無形資産の収益分配に関与してはならないということも強調している。これが、無形資

産の法的所有権者が全く何らのリターンも得られないことを意味しているのか否かは明らかでない。 

 

ディスカッションドラフトでは、無形資産の価値を測るために、独立価格比準法、利益分割法および

その他の合理的な方法（価値貢献分配法と資産評価方法等を含む）を採用することができるとしてい

る。実務上も、中国税務機関は近年、移転価格調査において利益分割法、価値貢献分配法または資産

評価法等の方法の採用を主張することがよくあるようである。さらに、ディスカッションドラフトで

は、ロイヤルティーの支払に関する国家税務総局の立場を確認している。例えば、企業が経済利益を

もたらさない無形資産について支払うロイヤルティーは、企業の課税所得額を計算するときに控除で

きない。また、ロイヤルティーは無形資産の価値の変化、機能とリスクの変化等に応じて適時に調整

しなければならない。 

 

第七章 - 関連役務（新規追加） 
 

ディスカッションドラフトでは、関連者間の役務取引における独立取引の原則に関する問題について

規定した新しい章が追加された。 

 

ディスカッションドラフトによれば、関連者間の役務取引において支払う、あるいは受け取る対価は

必ず、（1）当該役務は受益性役務である、（2）支払う、あるいは受け取る対価は独立取引の原則に

合致する、という 2 つの条件を同時に満たさなければならない。企業が関連者に受益性役務に属さな

いものの対価を支払う場合、税務機関は特別納税調整を実施する権限を有し、これを企業の課税所得

額を計算するときに控除することはできない。また、企業が関連者に支払う、あるいは受け取る受益

性役務の対価が独立取引の原則に合致しない場合、税務機関は合理的な移転価格算定方法を用いて調

整を行う権限を有する。 

ディスカッションドラフトでは、受益性役務に属さないものとして、重複する役務活動、株主活動、

あるグループに属することによって超過収益を得ている場合、その他の取引において既に補償を得て

いる役務活動、必要性がないか、あるいは企業の機能とリスクに関連しない役務活動、直接あるいは

間接の経済利益をもたらさない役務活動を挙げている。これらの原則は基本的に、国家税務総局が

2015 年に公布した 16 号公告において確認した立場と一致するものであり、OECD の観点とも呼応して

いる。 

 

ディスカッションドラフトでは、関連者間における受益性役務の対価は、役務提供によって発生した

合理的なコストに合理的な利益を加えることによって確定することを要求している。企業は営業収

入、運用資産、人員数、人員給与、設備の使用量、データ量、作業時間およびその他の合理的な指標

に基づき、関連の役務コストを配賦することができる。この章には、BEPS 行動計画 10 のディスカッ

ションドラフトにあるような、低付加価値役務の利益率に係るセーフハーバールールはないが、企業

が関連者との役務取引に関して、どのように独立取引の原則に従うべきかについての指針を提供して

いる。 

 



この新しい章では、関連者との役務取引について準備すべき特殊事項文書の具体的な要求についても

詳しく説明している。特に、企業は役務契約および役務の真実性を証明する資料を保管し、税務機関

の要求に従って提出しなければならない。また、特殊事項文書においては、役務のコスト費用の計算

過程、価格設定方法と当該方法を選択した理由、グループ内の各関連者が負担する具体的な役務金額

等についても説明する必要がある。ディスカッションドラフトでは、関連者との役務取引に係る特殊

事項文書の準備を免除される状況があるか否かについては説明していない。 

 

第八章 – 事前確認 
 

ディスカッションドラフトでは、事前確認を申請するための必要条件（例えば、現行の 2号文では、

年間の関連者間取引額が 4,000万元以上であることを、事前確認を申請するための条件の一つとしてい

る）を取り消し、より多くの納税者に事前確認を申請する可能性を与えている。しかしながら、現状

では事前確認を担当する国家税務総局の人的リソースが限られていること、優先順位をつけて事前確

認申請を処理していることから、短期間内に事前確認申請の件数が増えることはないと見込まれる。

ディスカッションドラフトでは、国家税務総局の観点を踏まえ、どのような要因がある場合に企業の

正式申請を優先的に受けることができるかということと、企業の事前確認協議の意向書および正式申請を拒否

できる場合について説明している。具体的には以下の通りである。 

 

 優先的に正式申請を受けることができる要因には、バリューチェーン分析および地域性特殊要

因が十分に考慮されていること、適用する予定の価格設定原則および計算方法が合理的である

こと等が含まれる。 

 

 事前確認協議の意向書を拒否できるのは、企業が事前確認協議の意向書を提出する前に、税務

機関が既に当該企業に対して特別納税調整を立案し調査を行っている場合、企業が事前確認の

更新を申請する場合で、元の事前確認においては四分位レンジを採用したが、実施期間におけ

る加重平均利益水準が中央値を下回っている場合、規定に従って関連申告をしていない、もし

くは移転価格文書を準備していない場合である。 

 

事前確認を検討している納税者にとっては、自らの案件をいかに税務機関に受け入れてもらい、かつ

優先的に審査してもらうかが、将来、事前確認を申請する上で重要となる。また、実務上、一部の税

務機関は事前確認の申請を受理する前に、企業の移転価格リスクとコンプライアンスの状況を評価す

るために、企業の過年度の関連者間取引に対して調査を実施する可能性があるため、納税者は事前確

認申請の実行可能性と、当該申請によって移転価格調査リスクをコントロールできるか否かを改めて

評価する必要がある。 

 

また、ディスカッションドラフトによれば、納税者は“事前確認申請草案”を準備する必要があり、国

家税務総局および主管税務機関に意向書を提出すると同時に、これを提出しなければならない。“事前

確認申請草案”の内容は幅広く、納税者とその関連者の事実情報、価格設定原則と計算方法等の技術分

析が含まれる。現行の 2 号文の下でも、中国税務機関は納税者に対し、意向書提出の段階で事前確認

申請に関する十分な説明と分析を行うことを期待しているため、“事前確認申請草案”の準備と提出に

関する要求は、現在の実務に則したものである。よって、ディスカッションドラフトでは、このよう

な現在の実務を、正式な事前確認申請に係る要求の一部にしたと言える。 

 
ディスカッションドラフトでは、事前確認により決定された価格設定原則と計算方法を、どのように
申請年度およびそれ以前の年度の関連者間取引の評価および調整に適用するかについて、より明確に
している。ディスカッションドラフトによれば、当該関連者間取引が発生した納税年度が終了した後
の翌年 6月 1日から税務機関が企業に正式会談通知を交付した日までが 10年を超えなければ、そのよ
うな遡及適用（ロールバック）ができる。また、ディスカッションドラフトによれば、遡及適用は特
別納税調査、調整の形で行われる。これは中国税務機関の現行の実務に近いものである。よって、納
税者は事前確認申請をするか否かについて検討する際、遡及適用が過年度の取引に与える影響につい
ても考慮する必要がある。 
 

第九章 コストシェアリング 
 

ディスカッションドラフトでは、コストシェアリングの参加者はその成果を所有するということ、コ



ストシェアリングの参加者がコストを分担する際には、コストとその予測収益が対応しなければなら

ないという原則について再確認している。この規定は、現行の OECD のガイドラインとも一致するも

のである。ディスカッションドラフトにおいては、BEPS 行動計画 8 のディスカッションドラフトにあ

る、コストを経済価値に基づいて分担するという提言は考慮されていない。 

 

ディスカッションドラフトでは、合理的な予測収益、コストシェアリングへの加入時の支払あるいは

脱退時の補償支払をどのように確定するかについて、詳細な指針または例を提供していないが、予測

収益の測定に用いるパラメーターは無形資産または役務の“特性”を反映するものでなければならず、

一旦選定したら、特殊な事情がない限り変更してはならないということを強調している。したがっ

て、ディスカッションドラフトでは、コストシェアリングの実施について検討している納税者に対し

て、より高い技術的な要求を課していると言える。納税者は、合理的な予測収益の確定方法を決定す

る前に、コストシェアリングの実施期間の状況を総合的に評価する必要がある。 

 

特に、ディスカッションドラフトでは、分担するコストを確定する際、地域性特殊要因の影響を考慮

することを要求している。一般的に、そのような要因の影響は、中国の参加者が先進国の参加者と共

同で無形資産を開発するか、役務を提供し、中国の参加者のコストの水準が先進国の参加者よりもは

るかに低いという状況において生じる。即ち、コストセービングである。このような要求は、技術的

な分析をより難しいものにする。納税者は、地域性特殊要因が存在するか否か、コストシェアリング

の実施期間を通じて、コストベースと合理的な予測収益に対する当該要因の影響をどのように反映す

るかという問題について考慮することが必要となる。また、ディスカッションドラフトでは、コスト

シェアリング契約の内容に参加者間の補償支払の条件および処理の規定を含むことを要求している

が、そのような調整を、コストを分担する前の情報のみに基づいて行うべきなのか、あるいは分担後

の情報に基づいて修正できるのかについて明らかにしていない。 

 

ディスカッションドラフトは 45 号通達6における事前承認から事後管理への転換も反映している。こ

れは、コストシェアリングの実施を検討する納税者にとって、柔軟性を与える変更であると考えられ

る。 

 

ディスカッションドラフトでは、事後管理に関する具体的な要求についても規定している。事後管理

において留意すべき事項の一つ目として挙げられているのは、参加者が具体的に担う機能とリスクで

ある。国家税務総局の立場は、ビジネスと経済実質がなく、実際の機能を担わない、資金のみを提供

している参加者は、コストシェアリングの成果である無形資産に係る収益を得るべきでないというも

のである。ディスカッションドラフトの第六章における無形資産の法的所有権と経済的所有権の定義

を踏まえると、中国税務機関は無形資産の法的所有権を有するのみで、実際の機能を担わない、ある

いは無形資産の経済価値に実質的かつ継続的な貢献をしていない参加者に異議を唱えるものと考えら

れる。また、実際の運用という観点から、国家税務総局が各地の税務機関とともに、税務機関へのコ

ストシェアリング契約の届出後における関連のコストの控除、間接税、所得税に係る取扱いの適用に

ついて、さらに明確化を図ることが期待される。  

 

第十章 被支配外国企業 
 

ディスカッションドラフトの第十章では、現行の 2 号文における被支配外国企業の規定を補足してい

る。そのうち、最も重要なのは、“帰属所得”（即ち、被支配外国企業の利益のうち、居住者企業に帰

属すべき部分）の判断方法を明確化していること、特定業務の所得（例えば、保険所得）に対して、

被支配外国企業が帰属所得を取得したものとみなされる状況を列挙していることである。 

 

また、ディスカッションドラフトでは、被支配外国企業の判定にかかわる、論争のあるいくつかの重

要な概念について説明している。例えば、中国居住者企業または中国居住者による外国企業持分の単

独保有の定義、実際の税負担の計算方法等である。このことも、中国税務機関による実務上の執行に

指針と法的根拠を提供することになる。同時に、ディスカッションドラフトでは、中国税務機関が中

国居住者企業と中国居住者およびその支配する被支配外国企業に対して特別納税調整、調査を実施す

                                                
6 国家税務総局が 2015年 6月 16 日に公布した「コストシェアリングの管理の規範化に課する公告」（国家税務総局公告 2015

年第 45号） 



る場合、その中国居住者企業と中国居住者に、被支配外国企業の関連情報を提出するよう要求する権

限を有することも明らかにしている。 

 

第十一章 過少資本 
 

現行の 2 号文と比べて、ディスカッションドラフトの過少資本に関する章にはより具体的な規定が置

かれている。例えば、ディスカッションドラフトでは、グループのキャッシュプーリングから受け入

れた債権性投資も関連負債資本比率の計算に含まれる旨を規定している。実務においては、このよう

な取扱いにより、特にキャッシュプーリングのマスター口座の保有企業に難点が生じる。当該企業に

は、キャッシュプーリングへの参加者の貸借ポジションが集中し、自ら使用するために借り入れた資

金でなくとも、借入金として扱われるために、関連負債資本比率が高まるからである。また、2 号文で

は、その年度の関連負債資本比率は関連債権投資（関連者から受け入れた債権性投資）と権益投資の

各月の平均の和に基づいて計算するものとされているが、ディスカッションドラフトでは、各関連債

権投資と権益投資の年度加重平均に基づき計算するものと改められた。 

 

ディスカッションドラフトでは、利息支出の範囲も拡大されたが、拡大された範囲に含まれる“特別納

税調整により改めて性質を定められた利息”、“取得した関連債権投資により生じた為替損益”等につい

ては、どのように実務上運用するのか、および実際の税務上の影響について、さらに明確化される必

要がある。 

 

ディスカッションドラフトによれば、関連負債資本比率が基準比率を超える場合の利息支出を、課税

所得額を計算するときに控除する必要がある企業は、特殊事項文書を準備する必要がある。その内容

は基本的に現行の 2 号文と同じであるが、ディスカッションドラフトでは、“独立企業はその（関連者

間の）融資条件、融資金額および利率を受け入れることができ、かつそれを望むか否か”という項目が

追加されている。特殊事項文書に記載すべき項目から、中国税務機関が過少資本の問題を見る際に

は、借入企業の独立取引の原則に従った融資条件、返済能力および資金融通取引の価格設定の合理性

により着目するものと思われる。 

 

第十二章 一般租税回避防止 
 

ディスカッションドラフトの一般租税回避防止規則に関する第十二章の内容は、基本的に現行の 2 号

文と同じであるが、ディスカッションドラフトでは、“企業とその関連者が委託、代理、信託およびそ

の他の方式により関連者間取引を隠匿する場合、税務機関は経済実質に基づき、関連者間取引の認定

をすることができる”という規定が加えられている。この規定を実務上、どのように運用するかについ

ての具体的な指針はないため、納税者に対する潜在的な影響は現時点では定かでない。 

 

第十二章では、特別納税調整に関する規定、租税条約の実施に関する規定および一般租税回避防止規

則の適用に関する優先順位についても規定している。 

 

第十三章 利益水準の監督（新規追加） 
 

ディスカッションドラフトの第十三章は、利益水準の監督について新たに加えられた章である。この

章の主な目的は、現行の 2 号文の改正を契機として、リスク管理を指向し、納税者の利益水準に対す

る動態管理を強化するという方向性を、法規の形で明確にするとともに、納税者の遵法意識を高める

ことにある。 

 

ディスカッションドラフトによれば、遵法意識が高く、中リスク、低リスクの企業に対しては、特別

納税調整の遵守指導及び関連者間取引のリスク提示を行い、遵法意識が低く、高リスクの企業に対し

ては特別納税調査を実施する。ディスカッションドラフトでは、既に特別納税調整を実施した企業に

対して、税務機関はその関連者間取引の変化および利益水準の状況を追跡管理する旨を規定している

が、現行の 2 号文にある 5 年間の追跡管理期間に関する条項は削除され、継続的な管理を行う形に改

められている。このことは、中国税務機関が関連者間取引に対する管理を全面的に強化しようとして

いることを表している。我々の理解によれば、既に調査を受けた企業を重点的に管理するというこれ

までの実務と比べ、ディスカッションドラフトでは、より広範なリスク管理体制を構築し、納税者の



リスク等級評価を行うということが強調されている。企業は、同期資料の準備や関連申告といった法

定義務を履行するだけでなく、日常的に独立取引の原則に従って、移転価格ポリシーを実行するよう

にする必要がある。 

 

また、ディスカッションドラフトでは、企業が関連規定に従って課税収入または所得額の自主調整を

行い、かつ自ら申告することを奨励するとともに、自主調整を行った企業に対しても、税務機関は特

別納税調査および調整を実施する権限を留保する旨を明らかにしている。 

 

第十四章 対応的調整および相互協議 
 

ディスカッションドラフトの第十四章では、現行の2号文を基礎として、56号公告7の規定を参考に

し、特別納税調整事項に係る相互協議手続の管理の改善を図っている。ディスカッションドラフトに

よれば、相互協議は、中国居住納税者の申請、締約相手国の税務主管当局の要請、または必要がある

と認められるその他の状況に応じて行われる。また、ディスカッションドラフトでは、企業が特別納

税調整事項によって二重課税を受けることを回避するために、税務機関が相互協議の結果に従って税

額の追徴、還付等を行うことを要求している。このような現行の2号文に対する補足規定は、国家税務

総局が特別納税調整事項に係る相互協議手続を改善しようと努めていることを表している。 

 

また、ディスカッションドラフトでは、国家税務総局が申請者または締約相手国の税務主管当局によ

る相互協議手続の開始に関する請求を拒否できる状況についても規定している。例えば、相互協議の

申請の提出が、租税条約の規定する期限を過ぎている場合、相互協議を請求する事項が租税条約の適

用範囲に属しない場合である。ただし、同時に、ディスカッションドラフトでは、そのような状況に

該当する場合であっても、二重課税の回避等に資すると国家税務総局が認めた場合には、企業または

締約相手国の税務主管当局の相互協議手続の開始に関する請求を受けることができるとも規定してい

る。したがって、新しい規定は、条件に適合しない相互協議の申請を必ず拒否するのではなく、一定

の柔軟性を与えていると言える。国外投資を行っている中国企業および中国において事業を展開する

国外企業は、税務紛争および移転価格調整またはその他の特別納税調整によって生じる二重課税の問

題を解決するために、相互協議を申請する可能性について検討することができるだろう。 

 

 

コメントの募集 
 

現在、ディスカッションドラフトに対して、30日間（10月16日まで）のパブリックコメントの募集が

行われています。当該ディスカッションドラフトについてコメントがある場合、国家税務総局のオフ

ィシャルルートを通じて当該コメントを提出することができます。または、デロイトのサービスチー

ムにご連絡いただき、デロイトから貴社のコメントを国家税務総局に提出することもできます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
7 「国家税務総局：『租税条約に基づく相互協議手続実施弁法』の公布に関する公告」（国家税務総局公告 2013 年

第 56 号） 
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